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はじめに
　グローバリゼーションのダイナミズムに対応
しえない国民経済は停滞ないし没落せざるをえ
ないという世界経済の厳しい現実がある。近年
の東アジアは，そうした世界経済のダイナミズ
ムを生み出し，また同時に代表する地域の一つ
であった。
　こうした動向を日本経済の展開過程，とくに
その貿易と直接投資を中心とした対外的展開に
注目してみると，興味深い事実経過と諸変化が
見出される。２００２年には，米国（７.２兆円）に替
って中国（７.７兆円）が日本にとって最大の輸入
国となった。２００３年には，通関ベースでの日本
から中国・香港・台湾への輸出合計額（１３.７兆
円，対全体比２５.１％で，それぞれ６.６兆円１２.２％・
３.５兆円６.３％・３.６兆円６.６％）が初めて対米輸出
額（１３.４兆円，２４.６％）を上回った１）。また，こ
の年に日本の輸出に占める通貨別比率で初めて
ドル建てが４８.０％（円建て３９.３％，ユーロ建て
８.９％，その他３.８％）と５割を下回った２）。そし
て，２００４年上半期には，対アジア貿易出超＝黒
字額（３.７兆円）が対米黒字額（３.３兆円）を上回
った３）。
　これらの諸変化は，日本経済の現状とその発
展方向について考える人々に，基本的な問題を
投げかけているように思われる。
　本稿の課題は，近年における日本の対外経済
関係（とくに貿易と直接投資）とその変化の諸
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　本稿の課題は，近年における日本の対外経済関係（とくに貿易と直接投資）とその変化の諸特徴を，
対米・対中関係を中心にしつつ，基礎的資料を整理しながら少しく検討することにある。また，本論
文は私の「現代日本経済分析」の全体構想の一部として執筆された。換言すれば，私は国際経済論の
専門家の立場からではなく，現代日本経済論の一研究者として，近年における日本経済の対外的側面
について，ある程度の見通しをつけようとしたのである。そして，本稿末尾では，この間大いに話題
となっている東アジア（経済）共同体問題について，儒教文化圏論とも関連させながら評価を加えて
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特徴を，対米・対中関係を中心にしつつ，基礎的
資料を整理しながら少しく検討することにある。
Ⅰ．近年における日本貿易の動向
１．１　概観
　１９９９年から２００３年にかけての日本の輸出入額
と貿易収支の推移は，国際収支ベースで次の通
りである。まず輸出額は，４５.８，４９.５，４６.６，４９.５， 
５１.９各兆円であり，つぎに輸入額は，３１.８， 
３７.０，３８.１，３７.７，３９.７各兆円，そして貿易収支
黒字額は，１４.０，１２.６，８.５，１１.７，１２.３各兆円で
ある４）。
　世界輸出に占める日本のシェアは，８６年の
１０.２％をピークにして後退し，２０００年には７.６％
となっている。また世界輸入に占めるシェア
も，９０年の６.７％をピークに後退して，２０００年で
５.８％となっている。そして，日本は９７年から
２０００年にかけて世界最大の貿易収支黒字国であ
ったが，２００１年にはその地位をドイツに明け渡
している５）。
　つぎに日本の２００２年における輸出入構造につ
いてみてみよう。まず輸出の製品別内訳は，次
の通りである。総額５２.１兆円（通関ベース）の
内，一般機械２０.３％，電気機器２２.９％，輸送用機
器２４.９％，精密機器３.９％，金属及び同製品
６.２％，化学製品８.０％，その他，となっており，
機械機器を中心とする重化学工業製品が圧倒的
な比重を占めている６）。
　それに対して輸入は，総額４２.２兆円（通関ベ
ース）の内，食料品１２.５％，原料品６.０％，鉱物
性燃料１９.４％，化学製品７.７％，繊維製品６.５％，
金属及び同製品４.０％，機械機器３１.８％，その
他，となっており，なお食料や原料など１次産
品が３０％強とかなり大きな比重を占めてい
る７）。ちなみに，この年の製品輸入比率は，
６２.２％であった８）。
　地域別構成について。輸出では，アジア地域
４３.１％（う ち，ア ジ ア NIEs ２２.７％，ASEAN 
１３.４％），北米３０.３％，西欧１５.７％（うち，EU 
１４.７％。べつに中東欧・露は０.７％），中南米
３.９％，中東２.７％，大洋州２.５％，アフリカ１.２％，
となっている。国別では，米２８.５％，中国９.６％，
韓国６.９％，台湾６.３％，香港６.１％，シンガポー
ル３.４％，ドイツ３.４％，タイ３.２％，イギリス
２.９％，マレイシア２.６％，オランダ２.５％，など
が主なものである。
　輸入では，アジア４３.５％（うち，アジア NIEs 
１０.５％，ASEAN１５.３％），北米１９.３％，西欧１４.４％
（うち，EU１３.０％。べつに中東欧・露は１.３％），
中東１２.１％，大洋州４.９％，中南米２.８％，アフリ
カ１.７％，と な っ て い る。国 別 で は，中 国
１８.３％，米１７.１％，韓国４.６％，オーストラリア
４.２％，インドネシア４.２％，台湾４.０％，ドイツ
３.７％，サウジアラビア３.４％，アラブ首長国連
邦３.４％，マレイシア３.３％，タイ３.１％，などが
主なものである９）。
１．２　日米間貿易の諸特徴
　２００２年における米国の対日輸出（通関ベー
ス）は，５１４.５億ドル（前年比１０.４％減），対日輸
入は１２１４.３億ドル（同４.０％減）で，いずれも２
年連続の減少となった。対日輸入は，国別で
は，カナダ，メキシコ，中国（０２年に日本を抜
いた）に次いで第４位である。対日貿易赤字額
は７００億ドルであり，この額も２０００年から中国
に次いで第２位となっている。
　２００２年の日本の対米輸入を主要品目別にみる
と，次の通りである。まず最大の構成比をもつ
のは機械機器の４９.４％であるが，その内訳をみ
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れば対全体構成比１４.８％の一般機械が対前年比
で２１.４％の減，同じく構成比１２.５％の電気機器
が２３.１％減，構成比１０.６％の精密機器が１０.９％
減と大きく後退している。IT関連製品（この分
類による構成比２０.０％）の輸入も日本国内の需
要低迷を反映して，対前年比でコンピュータ及
び周辺機器３４.８％減，半導体等電子部品２２.０％
減，通信機器１５.３％減など，全体で２６.１％減少
している。また，全体の構成比で２１.１％を占め
る食料品も対前年比で３.４％減少している。前
年比で増加しているのは，航空機及び同部品
３９.３％，自動車部品１４.９％など，ごく一部である。
　同年の日本の対米輸出は，米国の底堅い個人
消費に支えられて，構成比３７.４％の自動車及び
同部品が１０.５％増，構成比４.５％の映像機器（デ
ジタルカメラ，DVカムコーダー，デジタルテ
レビなど）が１３.９％増となっている。他方，米
国の設備投資動向と関連の深い品目では，一般
機械（構成比２０.５％，対前年比１０.９％減），電気
機器（同，１６.４％，１２.５％減），精密機器（５.５％，
１７.０％減），また IT関連製品（この分類による
構成比２１.４％，１４.３％減）など，前年に比べて減
少している１０）。
１．３　日中間貿易の諸特徴
　世界貿易はこの間ほぼ一貫して拡大を続けて
きたが，東アジアの域内貿易は，それを上回る
伸び率で拡大を続けてきた。たとえば，１９８１年
から９１年にかけて世界貿易は１.８倍に，東アジ
ア貿易は３.２倍に拡大し，１９９１年から２００１年に
かけては同じく１.８倍と２.１倍で拡大してきた。
　この近年１０年間の東アジア域内貿易の内訳を
もう少し詳しく見ると，それぞれ次の通りであ
る。日本―中国間４.０倍（１８９億ドル→７５９億ド
ル），日本―ASEAN4［タイ，マレイシア，イン
ドネシア，フィリピンを指す］間１.６倍（４８５億
ドル→７７８億ドル），日本―NIEs間１.４倍（９８９億
ドル→１３７４億ドル），NIEs―ASEAN4 間２.３倍
（５１１億ドル→１１７４億ドル），NIEs―中国間７.８倍
（６６億ドル→５１６億ドル），ASEAN4―中国間４.８
倍（４４億ドル→２１０億ドル）となっており，中国
が東アジア域内貿易の拡大を牽引していること
がわかる１１）。
　この中国の貿易拡大は２００２年にもはっきりと
示され，輸出額が前年比２２.３％増の３２５６億ドル
（米，独，日についで世界第４位），輸入額が対
前年比２１.２％増の２９５２億ドル（米，独，英，日，
仏についで第６位）と，きわめて高い伸び率と
大きな貿易額を記録した１２）。
　２００２年の日中貿易総額は１０１５億ドルとなり，
日本の貿易総額に占める中国の割合は１３.５％と
過去最高になった。ただし，日本の対中輸出額
は３９９億ドル，同輸入額は６１７億ドルで，対中貿
易赤字額は２１８億ドルに昇り，中国は日本にと
って最大の貿易赤字国である（もっとも，日本
の香港向け輸出のうち，中国へ再輸出された分
を考慮すると，貿易赤字額は１２６億ドルに減少
する）。
　日本の輸出全体に占める中国のシェアは２００２
年で９.６％であり米国（２８.５％）に次いで第２位
である。［ただし，２００３年には，日本から中国
圏つまり中国・香港・台湾への輸出額の合計は
１３.７兆円（内訳はそれぞれ６.６兆円・３.５兆円・
３.６兆円）となって対米輸出額１３.４兆円を上回っ
ている。２００２年には中国圏１１.４兆円（５.０兆円・
３.２兆円・３.３兆円）対米国１４.９兆円であったか
ら，日本の近年における対中国向け輸出の伸び
は著しいものがある。］１３）
　２００２年における日本の対中輸出（３９９億ドル）
を製品別にみると，構成比２６.９％の電気機器が
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３１.２％増，構成比２０.９％の一般機械が３２.５％増，
構成比１２.４％の化学製品が２６.０％増，構成比
１０.５％の金属及び同製品が２４.６％増，構成比
６.１％の輸送用機器が８２.０％増，構成比７.０％の
繊維及び同製品が２.０％減，などとなっている。
　こうした対中輸出の著しい伸びをもたらした
要因としては，以下の諸点があげられよう。
１）中国に進出した日本企業からの半導体や基
幹部品への高い需要，２）日系企業からの資本
財への需要，３）中国政府の公共投資の増加に
よる建設需要の拡大，４）中国の WTO 加盟
（２００１年１２月）後の輸入関税引下げ，および輸
入許可証管理品目の削減などの効果，など１４）。
　日本の中国からの輸入については，２００２年も
着実に増加し前年の７.０兆円から７.７兆円に達し
た。そして，この年には，対米輸入が２年連続
で減少（２０００年７.８兆円，０１年７.７兆円，０２年７.２
兆円）したため，日本の輸入全体に占める中国
のシェアは１８.３％と米国の１７.１％を上回って第
１位となった（２００３年には，日本の対中輸入額
は８.７兆円・シェア１９.７％，対米輸入額６.８兆円・
シェア１５.４％となっており，日本の最大輸入相
手国をめぐる中・米間の地位転換というこの傾
向は一層定着したものとなっている）１５）。
　２００２年における中国からの輸入を商品別にみ
ると，構成比３３.５％の機械機器が対前年比
２４.９％の増加と大きく伸びている。逆に，構成
比２５.７％の繊維製品は６.５％減となっており，そ
の結果，機械機器のシェアがこれまで最大であ
った繊維製品のシェアを抜いて最大の輸入品目
となった（２００１年には，機械機器のシェアが
２８.５％，繊維製品のシェアが２９.１％であっ
た）１６）。こうした変化をもたらした最大の要因
は，日本企業の電機・電子部門での生産拠点の
対中シフトにより進出日系企業からの機械機器
の輸入が増加したことにある。とくに IT関連
機器，なかでもパソコン周辺機器，複写機など
事務用機器（前年比７５.４％増），携帯電話，PHS
など通信機（４８.０％増）が牽引車的役割を果た
した。他方，残留農薬問題の影響もあり，構成
比９.５％の食料品は全体として１.６％減となっ
た１７）。
Ⅱ．近年における直接投資の動向
　わが国の近年における経常収支黒字額は，
１９９９年１３.１兆 円，２０００年１２.９兆 円，０１年１０.７兆
円，０２年１４.１兆円，０３年１５.８兆円と推移し，年々
巨額に上っている１８）。
　とくに，０３年の黒字額は現行ベースの統計が
とられるようになった９６年以降で最高額であ
り，対 GDP比は３.２％となっている。この年の
経常収支黒字額の増加には，貿易収支黒字額の
対前年比増に加え，SARSの影響による旅行関
連収支の赤字額の縮小，特許等使用料収支の初
黒字化，等の要因が大きく寄与している１９）。
　こうした経常収支黒字が，わが国の資本輸
出，直接投資や証券投資の主要な原資となって
いることは，周知の通りである。
２．１　近年の資本輸出入の特徴
２．１．１　概観
　日本企業，とくに製造業の海外における経営
活動の展開は，この間も活発に展開されてき
た。たとえば，日本企業の海外現地法人数は，
１９９０年度の７９８６社から２０００年度の１４９９１社へと
約１.９倍に増加している（その内，製造業が占め
る割合は，４２.７％から４９.８％へ増加）。
　製造業の海外生産比率（現地法人売上高÷国
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内法人売上高×１００）は，１９８９年度の５.７％から
２０００年度１３.４％，２００２年度１７.１％へと増加して
いる２０）。なかでも輸送機械や電気機械でこの割
合は高く，それぞれ２０００年度に３１.１％と２１.９％
である。
　また，１９９６年度以降，製造業の海外現地法人
の海外売上高（現地向け売上＋第３国での売
上）は，日本からの輸出（本社企業からの輸出）
を上回るか，またはそれに匹敵している。たと
えば，２０００年度には，前者５０兆円，後者５２兆円
となっている。
　雇用の面でも，海外現地法人従業員は，製造
業において１９８９年度の９２万人から２０００年度の
２８１万人へと大きく増加している（その内，輸
送機械と電気機械で６割を占める）２１）。
　このように日本企業の海外における活動は拡
大しているが，世界の対外直接投資における日
本の比重という点では，１９９０年代後半以降，日
本のシェアは低下している。１９９０年に日本はフ
ローで世界第１位の対外直接投資額（シェア
２１.５％）を誇ったが，２０００年にはシェア２.３％で
第１２位（０１年は６.２％，第７位）と後退してい
る。ストックでは，１９９０年に１１.７％で第３位で
あったが，２０００年には４.７％で第８位となって
いる。
　対内直接投資では，日本の地位は伝統的に極
めて低い。フローでは，１９９０年にシェア０.９％
で第２２位，２０００年にシェア０.６％で第２４位であ
る。もちろん，ストックでも，２０００年にシェア
０.９％で第２２位に留まっている。同年の GDPに
対する対内直接投資（ストック）の割合をみて
も，米国が２７.７％，EU が３０.２％であるのに対
し，日本は僅か１.１％にすぎない２２）。
　また，不良債権問題に苦しむ日本の銀行業
も，海外におけるプレゼンスを大きく低下させ
ている。邦銀の在外支店が保有する資産残高
は，１９９０年の１９５兆円から２００４年の３８兆円へと，
つまり９０年ピーク時の２割にまで大きく減少し
ている２３）。
２．１．２　日本の対外直接投資
　ここでは，まず「報告・届出ベース」での状
況をみてみよう。近年のフローでの実績は，
１９９９年度６６７億ドル，２０００年度４８６億ドル，２００１
年度３１６億ドルとなっているが，それぞれの年
度の主要な対象国の構成比は，次の通りであ
る。１９９９年度は，米国３３.４％，英国１７.６％，オラ
ンダ１５.５％，アジアNIEs４.８％，ASEAN4-４.３％，
中国１.１％など。２０００年度，英国３９.４％，米国
２５.０％，オランダ５.７％，アジア NIEs５.５％，
ASEAN4-４.２％，中国２.０％など。２００１年度，米
国２０.２％，オランダ１４.３％，英国１２.５％，ASEAN4-
７.４％，アジア NIEs６.８％，中国４.６％など。
　そして，１９５１年から２００１年度までの累計残高
は８０３９億ドルであり，その内訳は，米国３８.６％，
英国１１.１％，オランダ５.６％，ASEAN4-７.３％，ア
ジアNIEs６.５％，中国２.７％である。日本の直接
投資が欧米向け中心に展開されてきたこと（北
米４０.３％，欧州２３.８％），中国への本格的な直接
投資はようやく始まったばかりであることがわ
かる２４）。
　業種別の推移は年によってその変化が大きい
ので，ここでは１９５１～２００１年度の累計残高のみ
を挙げておこう。まず非製造業と製造業の割合
がそれぞれ６５.４％と３３.３％（他に支店１.３％）で，
前者の方がかなり比重が大きい。もう少し詳し
くみると，前者では，金融・保険１９.７％，不動
産業１１.８％，サービス業１０.９％，商業９.７％，運
輸業７.６％など，後者では，電機９.３％，輸送機
４.９％，化学４.２％，食糧３.３％，鉄・非鉄２.９％，
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機械２.８％など，となっている２５）。
　なお，この対外直接投資残高を，「報告・届
出ベース」ではなく「国際収支統計・実行ベー
ス」でみると，２００１年末で３００９億ドルであり，
届出ベースの４割弱となっていることにも注意
しなければならない２６）。両統計間の相違とし
て，文字どおり，報告・届出ベースと実行ベー
スという違いに加え，次の諸点が挙げられる。
１）報告・届出統計［前者］は会計年度分，国
際収支統計［後者］は暦年分の数値である。
２）前者は投資回収分を考慮しないグロスの数
値であるが，後者は投資回収分を差し引いたネ
ットの金額を計上している。３）前者には原則
として１億円相当額以上，そして後者には１件
当り３０００万円相当額以上の案件が計上されてい
る。４）前者には外資系企業（外国人投資家の
出資比率５０％以上の日本法人）による投資が計
上されるが，後者はそれを含まない。５）日本
企業の再投資分については，前者はそれを含ま
ないが，後者は含んでいる２７）。
２．１．３　日本の対内直接投資
　かねてから指摘されてきたことであるが，日
本の対内直接投資は極めて低い水準にある。た
とえば，主要先進国の対内直接投資残高の対
GDP 比率をみれば，２００１年において，米
２５.１％，英３８.６％，ドイツ２４.２％，カナダ２８.６％，
オーストラリア２９.５％に対し，日本は僅かに
１.２％である２８）。また，同年におけるフローで
みた世界対内直接投資に占める日本の割合は僅
か０.９％にすぎない２９）。さらに，２０００年時点で
の国内総固定資本形成に占める対内直接投資
（フロー）の割合も，EU平均５０.１％，先進国平
均２５.０％，世界平均２２.０％，に対し，０.７％に留
まっている。その結果，さらに指摘すれば，外
資系企業の雇用，生産と販売，研究開発費支出
などに占める割合も，１９９８年にそれぞれ１.８％，
０.５％と３.９％，１.７％と極めて低位に留まってい
る３０）。加えて，主要国の対外直接投資残高に対
する対内直接投資残高の割合をみれば，米
９８.６％（０２年末），英５９.５％（０３年末），独７７.９％
（０２年末），仏６２.７％（０２年末）に対し，日本は
２６.７％（０３年末）である３１）。
　報告・届出ベースでのフローでみた１９９７年度
から２００２年度にかけての対内直接投資額は，
０.６８兆円，１.３兆円，２.４兆円，３.１兆円，２.２兆円，
２.２兆円である３２）。これに対し，国際収支・実
行ベースでは，同時期に０.３９兆円，０.４２兆円，
１.５兆円，０.９兆円，０.７５兆円，１.２兆円であり，両
統計間の相違は大きいものがある３３）。
　前記対外直接投資残高の際にみたものと同様
の「報告・届出ベース」での対日直接投資の残
高を示す統計を見出すことができない（１９９４年
度まではドルベース，１９９５年度以降は円ベース
で数値が公表されており，そのことが累計残高
の算出と確定を困難にしているように思われ
る）ので，ここでは，異なった統計によって対
日直接投資の現状の一端をみてみたい。国際収
支統計での２００３年末における対日直接投資残高
は９.６兆円であり，国別では，米国４０.８％，オラ
ンダ１５.１％，フランス１３.７％，ドイツ５.５％など
が主なものであり，アジアは合計で５.５％にす
ぎない３４）。
　業種別の内訳については，『東洋経済統計月
報』２００４年７月号に掲載された，日本における
外資系企業３３８３社を対象とした調査結果によっ
てみてみよう（ただし，投資額の業種別分類で
はなく，外資系企業数の業種別分類であること
に注意）。それによれば，非製造業７５.７％，製造
業２４.３％となっており，非製造業の中では，情
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報サービス・ソフトウェア１１.６％（対全体比，
以下同様），金融等８.３％，サービス６.４％，機械
及び同部品卸売６.０％，電機及び同部品卸売
５.８％，化学卸売３.５％，その他，製造業では，化
学４.８％，電機及び同部品４.０％，機械及び同部
品３.６％，医薬品１.８％，その他，となってい
る３５）。
２．１．４　対外純資産の拡大と投資収益の増加
　２００３年末における日本の対外純資産は，総資
産３８６兆円および総負債２１３兆円で，１７３兆円に
のぼり，１９９１年以降１３年連続で世界１の額を誇
っている（０２年末には，スイス５２兆円，ドイツ
が２８兆円でそれにつづいていた。ちなみに，周
知の通り，アメリカは３１２兆円の対外純負債国
であった）。
　本稿前節の叙述との関係でみると，２００３年末
のわが国対外直接投資残高は３５.９兆円，対内直
接投資残高は９.６兆円であり，既述の様に，前者
に比して後者は大幅に少ない。また，対外直接
投資と対外証券投資の残高も，３５.９兆円と１８４.４
兆円であり，わが国の資本輸出は証券投資中心
という特徴が顕著である３６）。
　そして，こうした対外資産，とくに対外純資
産の果実として，毎年多額の投資収益がわが国
に還流してきている。その額（ネット）は，近
年では，９６年５.８兆円，９８年７.１兆円，２０００年６.５
兆円，０２年８.３兆円，０３年８.３兆円というように
巨額の受取超過である（ちなみに，０３年では，
受取１１兆円，支払２.７兆円となっている。また，
０３年８.３兆円のうち，直接投資分０.９兆円，証券
投資分６.８兆円，その他分０.５兆円であった）。
年々これほどの規模の投資の果実がわが国に還
流してきているのである３７）。１兆円という金額
は，１００万円を１００万人に分配しうる額である。
こうした投資収益の日本国内の社会関係安定化
効果は，極めて大きなものがあると思われる。
２．２　対米直接投資の諸特徴
　日本のアメリカへの直接投資を報告・届出統
計によってみてみると，フローでは，１９９８年度
１.３兆円，９９年度２.５兆円，２０００年度１.３兆円，０１
年度０.８兆円，０２年度１兆円，と推移している。
１９５１年から２００２年度に至る累計残高４３.４兆円の
構成をみると，製造業３４.０％，非製造業６５.２％
（他は，支店と不動産）となっている。製造業
の内，主な部門の対全体比をみると，電機
１３.１％，化学４.３％，輸送機３.８％，機械３.０％，
鉄・非鉄２.５％，などであり，非製造業では，同
様に，不動産業１８.３％，サービス業１６.０％，金
融・保険１３.０％，商業１２.５％などが主なもので
ある３８）。
　同じ日本の対米直接投資額を米商務省の国際
収支統計（ネット）によってみてみると，フロ
ーでは，２０００年７７.７億ドル，２００１年－（マイナ
ス）１５.５億ドル（引揚げ超過）となっている。
そして，２００１年における残高は１５８９.９億ドルで
あり，その内訳は，製造業では，機械１３.３％
（対全体比，以下同様），化学３.４％，が主なもの
であり，非製造業では，卸売３０.６％，金融（銀
行を除く）１０.３％，銀行４.７％などが高い比重を
占めている３９）。
２．３　対中直接投資の諸特徴
　日本からの対中直接投資の近年における推移
を報告・届出ベースでみると，１９９７年度２４３８億
円，９８年度１３７７億円，９９年度８４９億円，２０００年度
１１１２億円，０１年度１８０８億円，０２年度２１５２億円，
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となっている。１９９０年代末の投資額の減少は，
９７年アジア通貨危機後の人民元切り下げリスク
や９８年の広東国際信託投資公司破綻による金融
不安などにより，日本企業の対中投資意欲が後
退したことによるものである。また，９９年以
後，増加に転じているのは，中国のWTO加盟
交渉が本格的に進展した（９９年末に対米交渉妥
結，正式加盟は０１年１２月）ことが大きな動因と
なっている。そして，２００２年度までの残高は，
２.８２兆円（うち，製造業１.８９兆円，非製造業０.８４
兆円，その他）である。ただし，この残高を国
際収支・実行ベースでみると，１.４８兆円である
（ちなみに，同年の中国からの対日直接投資残
高は９６億円である）４０）。
　この日本の対中直接投資の規模を，他の国ま
たは地域からの対中直接投資額と比較すると，
次の通りである。ただし，いずれも２０００年―０１
年―０２年のフローの数値で，また契約ベースで
はなく実行ベースであり，単位は億ドルであ
る。総額４０７―４６９―５２７，香港１５５―１６７―１７９，
英領バージン諸島３８―５０―６１，米国４４―４４―
５４，日本２９―４３―４２，台湾２３―３０―４０，韓国１５
―２１―２７，シンガポール２２―２１―２３，英領ケイ
マン諸島６―１１―１２，ドイツ１０―１２―９，英国
１２―１１―９，など。日本からの投資額は，全体
の７～９％程度である４１）。
　日本の対中直接投資残高の２００１年度における
業種別分類は，次の通りである（報告・届出統
計をジェトロがドル建て換算したものによる）。
まず総額は２１９億ドルで，製造業１５１億ドルで構
成比６８.７％，非製造業６３億ドルで構成比２８.９％
（残りは支店と不動産）となっており，投資は
製造業を主な対象として展開されている。全体
に対する比重をみれば，製造業では，電機
１９.０％，機械８.４％，繊維８.３％，輸送機７.４％，
鉄・非鉄５.９％，化学４.８％，食糧４.０％の順とな
っており，非製造業では，サービス業１０.９％，
商業４.７％，不動産業４.５％などが主なものであ
る。今後，製造業では輸送機械が，非製造業で
は金融・保険（０１年度で比重僅かに０.５６％）が
急速に増加し，その比重を高めていくことが予
想される４２）。
　こうした日本の対中直接投資を他の東アジア
向け投資と比較したものが，次の表１である。
ここから興味深く重要な点が浮かび上がってく
る。すなわち，日本の対中投資は，中国市場の
成長性と労賃の低コストに鑑みて近年著しく増
加しつつあるが，必ずしも中国への一極集中と
いう形ではなく，従来から投資の多かった
ASEAN（およびアジア NIEs）に新たに中国を
加えながら展開されており，その上でアジア全
体の中での最適地生産体制を模索しているので
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表１　日本の東アジア各国への主要産業別投資累計（１００万ドル，件）
タ　　イフィリピンマレイシアインドネシア中　　国
６７８（  ３９６）５３（　 ８０）２４５（　 ７２）１,３５７（  ３５１）１,８１６（１,３６１）繊 維
１,０１２（  ２１８）３４３（　 ７２）９８５（  １２９）３,４５１（  ２８１）１,０５６（  ２２６）化 学
１,０７８（  ２３４）３０２（　 ５８）４７７（　 ８２）２０１（　 ６４）１,８４５（  ２７８）機 械
２,７３６（  ３５６）１,６１０（  １７９）２,４２５（  ３９１）１,０７２（  １５３）４,１６３（  ４９３）電 機
１,６８２（  ２３０）７７８（　 ９９）３４６（　 ６４）１,２２７（  １６６）１,６１９（  １８９）輸送機
（注）１９５１年度から２００１年度までの累計。カッコ内は件数。
（出所）『ジェトロ貿易投資白書』２００２年版，３８ページ。
ある。
　日本企業は，これまで中国の安価な労働力を
求めそれを生かして委託加工・生産を行ない，
それを輸出拠点としてきたが，今後はそうした
従来型のビジネスに加えて，その生産拠点を拡
大しつつ中国国内市場での販売をもさらに強化
していこうとしている４３）。
　なお最後にひとこと付言すれば，中国の工業
生産額に占める外資のシェアは，２０００年に
２７.４％に昇っており，とくに成長産業である電
子・通信機器部門では７１.６％に達している。ま
た，輸出と輸入に占める外資系企業のシェア
は，２００１年で５０.１％と５１.７％とひじょうに高く
なっており，中国経済の成長と発展にとっての
外資の役割と重要性は極めて大きいものがある
といえよう４４）。
むすびにかえて
　東アジア（と世界）における中国の経済的プ
レゼンスがこの間急速に上昇してきた事実に疑
問の余地はない。そして，そのことと日中経済
関係の強化および深化との間には，もちろん相
関関係がある。
　しかし，現状を日米基軸関係から日中基軸関
係への移行過程と捉えることは，正しくもない
し，また望ましくもないだろう。そうではなく
て，現状を過度な日米基軸関係一辺倒（日米間
の単線的関係）を是正するチャンスと捉えるこ
とは，可能でもあり，また望ましいことでもあ
るだろう。（いずれにせよ，日本にとって，日
米関係が今後も永く政治的経済的に戦略的重要
性をもつことには，変わりがないだろう。ただ
し，そのことと，現行日米安保条約に対する評
価とは別問題である。）
　そもそも，高度経済成長期を経て経済大国化
した今日の日本経済にとって，日米関係や日中
関係のみを基軸化するという構想自体に無理が
あり，それはむしろ発想の貧困を物語るもので
あろう。すでに日本経済は世界全体と不可分の
有機的連関を現実に形成するに至っており，日
本経済にとってグローバル化した全世界の国々
や人々と普遍的に関係を形成していくことはそ
の生存条件とさえなっている。
　ただし，そのことを充分意識した上でなら，
その前段階として，またそうした過程を促進す
るために，日本が韓国，中国，ASEANなど東ア
ジア諸国と特殊な共同体（的）関係を形成する
ことには，もちろん積極的な意義があるだろ
う。しかし，東アジアにおいてこの問題を考え
るためには，まずもって「経済共同体」と「共
同体」とを区別しなければならない。
　現に，東アジアでもこの間，２国間・多国間
FTA（Free Trade Agreement，自由貿易協定）
の締結へ向けた多様な試みがなされてきた。
ASEANはすでに１９９１年以後多段階的に，最終
的な域内関税撤廃（まず当初１５年間で５％以下
に）に向けた取り組みを行なっており，その面
でこれまでも大きな成果をあげている。中国は
２００１年１１月に ASEANとの間で１０年以内の包括
的な FTA締結へ向けた交渉開始で合意した。
また，中国外務省は２００３年５月時点で中・日・
韓 FTA締結の可能性を積極的に評価した内部
報告書をまとめている。日本も２００２年１月にシ
ンガポールとの間で EPA（Economic Partnership 
Agreement，経済連携協定，人の移動，投資，
知的財産権などの取り決めをも含めた FTA）を
締結し，今後韓国，タイ，フィリピン，マレイ
シアなどとも EPA交渉を本格化させようとし
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　このような２国間・多国間の FTA/EPA締結
を土台として，東アジアで主として経済領域に
問題を限定した共同体，つまり経済共同体を模
索し結成することは可能かもしれない。そし
て，それは望ましいことでもある。
　しかし，経済共同体から包括的な共同体への
移行については，東アジアでは今日なお大きな
歴史的困難が横たわっているといわねばならな
い。なぜか？　異なった国々が共同体という制
度のもとに結集することを現実に可能とするた
めには，利益の共通性だけでは不十分である。
それに加えて，価値の共通性についての一定の
合意と了解がぜひとも必要である。なぜなら，
それこそが，加盟諸国間に存在する，または生
じうる部分的な利益の不一致や対立と混乱を政
治的に調停し，相互に譲歩と妥協および協調へ
の姿勢を呼び起こし，一時的対立を越えてなお
共同体の一員であり続けようとする気持ちを当
該諸国に喚起するものだからである。共通の価
値なしには，遅かれ早かれ共同体は空中分解せ
ざるをえないであろう。（経済共同体と共同体
の関係については，一般的に次のようにも言え
るだろう。経済共同体の結成と運営は，共同体
への方向性をもっている際により容易かつ強固
であり，逆にその方向性をもたない場合には，
困難や対立や混乱に遭遇することが多い，と。）
　ところが，東アジアでは，「共通の利益」につ
いて議論することは容易だが，「共通の価値」
について議論することは難しい４６）。文化の此岸
性が強いこと，そしておそらくそのことに影響
されて価値の普遍性に対する感受性が相対的に
弱いことが，共通の特徴として見出されるから
である。また，儒教文化圏という共通性を指摘
する声もあるが，それは一種のオリエンタリズ
ムである４７）。加えて，先の大戦の戦後処理すら
終わったとは言い難い（個人補償問題の未解
決，戦争責任と歴史認識をめぐる各国間の相違
と対立，分断国家の存在，国境線をめぐる諸対
立，など）。
　ASEAN＋３（日・中・韓）の東アジア共同体
を形成するためには，まずもって次の諸点に留
意することが重要であろう。１）日本において
は，首相の靖国神社参拝問題を解決し，東アジ
ア諸国に対する個人レベルの戦後補償に道を開
き，戦争責任と歴史認識をめぐる関係各国との
不一致を克服する努力（共通教科書の作成な
ど）を行なうこと，などが重要であろう。２）
この共同体形成へのアメリカとロシアの理解，
少なくともそれが APECの枠組と対立するもの
ではないことの理解を得ること。３）中国が，
その圧倒的な人口比率がもつ問題性（事実上の
中華思想に陥る危険性が大きい）を深く自覚
し，加盟諸国間の権利の平等性を実際に尊重す
ること。４）その上で，各国間において，平和，
基本的人権の擁護，法治，公正，繁栄と生活向
上，労働基本権と社会的基本権の尊重，契約の
遵守，社会福祉制度の充実，資源節約と環境保
全，共生と寛容，などの諸価値の尊重について
の基本的一致がみられなければならない。
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　　　この点に関連して，以下の補論を参照。
　　［補論］
　　　私は，一般に東アジアを儒教文化圏と捉える
ことに，また特に日本を儒教文化圏内の一国と
捉えることに，賛成できない。（念のために付言
するが，このことは，儒教の教義が東アジアの
各国・各地域に，これまで少なからぬ文化的影
響を及ぼしたこと自体を否定するものではな
い。）
　　　その理由は，次の通りである。まず第１に，
東アジアにおいては，儒教のみではなく，それ
と同様に，仏教や道教の文化的影響も極めて大
きかった。第２に，儒教が当該国ないし当該社
会（特にその支配層）をどれほど広く，またどの
程度深く捉えたかは，慎重に吟味され評価され
なければならない。そして第３に，日本の場合，
外来の高度な体系性をもった教義（儒教はそれ
に該当する）は，日本人の精神構造の表層に影
響を与えただけで，その実体的中核部分に本質
的影響が及ぶことは余りなかっただろう，と考
えられるからである。
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　　　確かに，家族の結束，年長者に対する尊敬，子
供に対する熱心な教育，勤勉と節約，更には国
民に対する統治者の諸義務と責任（Helmut 
Schmidt, Die Mächte der Zukunft, München, 
2004, S.143.）といったような内容でなら東アジ
アの儒教文化圏の共通性を指摘しうるかもしれ
ない。但し，他方で，儒教は，士大夫層以外の庶
民と女性に対する蔑視，職業差別（商業蔑視），
親族ネポティズム，のような諸点もその本質的
な要素としているのであり，近代化，資本主義
化の著しい進展下にある東アジアを「儒教文化
圏」論で捉えようとすることにはそもそも無理
がある。
　　　儒教の教義は，本来，礼制，哲学思想，政治経
済理念，中間指導層の責任理念，共同体倫理，個
人倫理の６つの局面を持つ総合的なシステムで
ある（溝口雄三）。日本では，その内，支配層に
とって有用無害な世俗的日常生活向け徳目（＝
倫理）のみが，恣意的に取り入れられ導入され
たに過ぎない。日本人の精神構造の歴史的特徴
としては，超越的絶対的価値に対する無関心，
個人の集団への強い従属性，文化の此岸性，経
済的価値の他の社会的諸価値に対する圧倒的優
位などが指摘されうる（加藤周一）が，これらの
諸要素は，必然的に，外来の抽象的普遍的教義
からその超越的な原理と包括的な体系性を奪い
解体するように作用する。儒教の教義が日本に
及んだ場合も，同様のことが起った。儒教の教
義は，こうした日本的な文化的特質の中核に達
してそれを変革したのではなく，その基盤及び
表層上で「日本化」され部分的な機能を果した
に過ぎない。したがって，「天」・「理」・「革命」な
どの超越的契機はもちろん，礼制，科挙，郷約な
どの社会や共同体を律する規定ですら，日本で
は具体化されることはなかった。
　　　儒教が近世以後日本の為政者を，そして近代
に入って更に教育者および教育行政者の一部を
捉え，そこで強い影響力をもったことは事実で
ある。しかし，それは儒教の体系全体ではなく，
その一部，しかもその此岸的日常生活向け徳目
が中心であった。日本文明における精神世界の
基本的特徴を儒教文化圏のそれとして捉えるこ
とは失当である。
　　　東アジアの精神的文化的特徴は，むしろ，文
化の此岸性と（加藤周一），儒教をも副次的要素
とする中華思想の分有と共有にある（古田博
司），と観るほうが遥かにリアリティがある。
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Abstract: Currently there is a severe situation in the world economy, namely, any national 
economy that cannot keep up with the dynamism of globalization cannot help being delayed or 
being ruined. In recent years East Asia has been just one of the areas which have generated such 
dynamism in the global economy and also has represented it at the same time.
　When focusing on such trends in the development of the Japanese economy and its external 
development, in particular foreign trade and direct foreign investment, there are certain 
interesting facts and changes: a) in 2002, China became the main source of Japanese imports (7.7 
trillion yen), overtaking the US (7.2 trillion yen). b) In 2003, by customs clearance basis, the total 
value of exports from Japan to Chinese-speaking areas (13.7 trillion yen/the ratio to the whole 
export value of Japan, 26.1%), for example, to China, Hong Kong and Taiwan (respectively, 6.6 
trillion yen/12.2%, 3.5 trillion yen/6.3%, 3.6 trillion yen/6.6%) exceeded the value of exports from 
Japan to the US (13.4 trillion yen/24.6%) for the first time. c) In the same year, the ratio of the 
dollar-based export value as a proportion of Japanese exports fell to 48%, less than half, for the 
first time based on the ratio according to the currency (on the yen base, 39.3%; euro base 8,9%; 
the others 3.8%). d) In the first half year of 2004, the value of Japan’s trade surplus with Asia (3.7 
trillion yen) exceeded the surplus with the US (3.3 trillion yen). These changes seem to present a 
basic problem for analysts regarding the current state of the Japanese economy and its future 
development.
　The present paper considers the characteristics of Japanese foreign economic relations 
(especially foreign trade and direct foreign investment) and its change in recent years, focusing 
on Japan’s relations with the US and China, and putting several fundamental statistics concerning 
this problem in order.
Keywords: Japanese economy, foreign trade, direct foreign investment, East Asian Community, 
Confucian cultural sphere
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